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●中間連結財務諸表
　当行の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）に基づいて作成しておりますが、資産及び
負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

中間連結貸借対照表
資産の部

(単位：百万円)

期別
区分

2019年度中間期末
(2019年9月30日)

2020年度中間期末
(2020年9月30日)

現金預け金 1,442,940 1,559,892

買入金銭債権 3,733 3,105

商品有価証券 159 69

金銭の信託 13,602 13,581

有価証券 ※１,２,８,13 1,002,091 1,039,417

貸出金 ※３,４,５,６,７,９ 2,539,749 2,622,094

外国為替 ※７ 9,041 19,579

リース債権及びリース投資資産 35,193 36,112

その他資産 ※８ 49,992 35,207

有形固定資産 ※10,11 32,209 31,122

無形固定資産 10,909 11,748

繰延税金資産 186 189

支払承諾見返 17,864 17,010

貸倒引当金 △42,345 △51,088

資産の部合計 5,115,327 5,338,042

負債の部
(単位：百万円)

期別
区分

2019年度中間期末
(2019年9月30日)

2020年度中間期末
(2020年9月30日)

預金 ※８ 3,459,124 3,803,085

譲渡性預金 133,246 131,783

コールマネー及び売渡手形 ※８ 1,046,362 811,517

債券貸借取引受入担保金 ※８ 103,835 118,684

借用金※８ 1,561 108,572

外国為替 24 1

社債※12 － 10,000

信託勘定借 105 144

その他負債 47,593 42,676

賞与引当金 803 778

退職給付に係る負債 13,990 14,374

役員退職慰労引当金 23 25

役員株式給付引当金 516 421

睡眠預金払戻損失引当金 291 232

利息返還損失引当金 50 43

ポイント引当金 170 325

繰延税金負債 12,781 7,956

再評価に係る繰延税金負債 ※10 1,609 1,477

支払承諾 17,864 17,010

負債の部合計 4,839,954 5,069,112

純資産の部
資本金 26,673 26,673

資本剰余金 12,854 13,053

利益剰余金 173,381 175,150

自己株式 △862 △662

株主資本合計 212,047 214,215

その他有価証券評価差額金 56,269 48,178

繰延ヘッジ損益 △5 △16

土地再評価差額金 ※10 2,140 2,281

退職給付に係る調整累計額 △2,975 △3,267

その他の包括利益累計額合計 55,429 47,176

非支配株主持分 7,896 7,539

純資産の部合計 275,373 268,930

負債及び純資産の部合計 5,115,327 5,338,042
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中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
中間連結損益計算書

(単位：百万円)

期別
区分

2019年度中間期
（2019年4月  1日から

2019年9月30日まで）
2020年度中間期

（2020年4月  1日から
2020年9月30日まで）

経常収益 39,483 42,451

資金運用収益 18,993 17,464

（うち貸出金利息） 13,198 12,658

（うち有価証券利息配当金） 5,609 4,578

信託報酬 0 0

役務取引等収益 5,027 5,026

その他業務収益 9,883 8,371

その他経常収益 ※１ 5,579 11,589

経常費用 30,737 33,401

資金調達費用 1,384 252

（うち預金利息） 150 130

役務取引等費用 1,742 1,760

その他業務費用 5,890 6,584

営業経費 ※２ 15,418 15,553

その他経常費用 ※３ 6,300 9,250

経常利益 8,746 9,049

特別利益 0 1

固定資産処分益 0 0

資産除去債務戻入益 － 1

その他 － 0

特別損失 195 638

固定資産処分損 21 14

減損損失 ※４ 174 624

税金等調整前中間純利益 8,550 8,412

法人税、住民税及び事業税 3,817 3,964

法人税等調整額 △570 △735

法人税等合計 3,246 3,228

中間純利益 5,303 5,183

非支配株主に帰属する中間純利益 74 128

親会社株主に帰属する中間純利益 5,229 5,054

中間連結包括利益計算書
(単位：百万円)

期別
区分

2019年度中間期
（2019年4月  1日から

2019年9月30日まで）
2020年度中間期

（2020年4月  1日から
2020年9月30日まで）

中間純利益 5,303 5,183

その他の包括利益 △33 23,792

その他有価証券評価差額金 △341 23,466

繰延ヘッジ損益 △3 0

退職給付に係る調整額 312 326

中間包括利益 5,270 28,975

（内訳）
親会社株主に係る中間包括利益 5,254 28,604

非支配株主に係る中間包括利益 16 371
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中間連結株主資本等変動計算書
2019年度中間期（2019年4月1日から2019年9月30日まで）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
当期首残高 26,673 12,854 169,267 △920 207,876

当中間期変動額
剰余金の配当 △1,164 △1,164

親会社株主に帰属する
中間純利益 5,229 5,229

利益剰余金から資本剰
余金への振替 0 △0 －

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △0 58 58

土地再評価差額金の取崩 49 49

株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額)

当中間期変動額合計 － － 4,113 57 4,171

当中間期末残高 26,673 12,854 173,381 △862 212,047

(単位：百万円)

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金
退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 56,553 △1 2,189 △3,287 55,452 7,886 271,215

当中間期変動額
剰余金の配当 △1,164

親会社株主に帰属する
中間純利益 5,229

利益剰余金から資本剰
余金への振替 －

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 58

土地再評価差額金の取崩 49

株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額) △283 △3 △49 312 △23 10 △13

当中間期変動額合計 △283 △3 △49 312 △23 10 4,157

当中間期末残高 56,269 △5 2,140 △2,975 55,429 7,896 275,373
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中間連結株主資本等変動計算書（前年）
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2020年度中間期（2020年4月1日から2020年9月30日まで）
    (単位：百万円)

株主資本

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計
当期首残高 26,673 13,053 174,603 △4,064 210,266

当中間期変動額
剰余金の配当 △983 △983

親会社株主に帰属する
中間純利益 5,054 5,054

利益剰余金から資本剰
余金への振替 3,223 △3,223 －

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △0 179 179

自己株式の消却 △3,223 3,223 －

土地再評価差額金の取崩 △300 △300

株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額)

当中間期変動額合計 － － 546 3,402 3,948

当中間期末残高 26,673 13,053 175,150 △662 214,215

(単位：百万円)

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
土地再評価

差額金
退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 24,954 △16 1,980 △3,593 23,325 7,173 240,765

当中間期変動額
剰余金の配当 △983

親会社株主に帰属する
中間純利益 5,054

利益剰余金から資本剰
余金への振替 －

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 179

自己株式の消却 －

土地再評価差額金の取崩 △300

株主資本以外の項目の
当中間期変動額(純額) 23,223 0 300 326 23,850 365 24,216

当中間期変動額合計 23,223 0 300 326 23,850 365 28,164

当中間期末残高 48,178 △16 2,281 △3,267 47,176 7,539 268,930
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中間連結株主資本等変動計算書（当年）
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中間連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：百万円)

期別
区分

2019年度中間期
（2019年4月  1日から

2019年9月30日まで）
2020年度中間期

（2020年4月  1日から
2020年9月30日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間純利益 8,550 8,412
減価償却費 2,056 1,957
減損損失 174 624
貸倒引当金の増減（△） 4,452 4,956
賞与引当金の増減額（△は減少） 7 △11
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △596 △422
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8 △3
役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △13 △137
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 9 △2
利息返還損失引当金の増減額（△は減少） 7 △11
ポイント引当金の増減額（△は減少） 48 67
資金運用収益 △18,993 △17,464
資金調達費用 1,384 252
有価証券関係損益（△） △6,800 △9,389
金銭の信託の運用損益（△は運用益） △78 △62
為替差損益（△は益） 4,538 △1,754
固定資産処分損益（△は益） △106 △163
貸出金の純増（△）減 27,583 △22,766
預金の純増減（△） △9,565 234,902
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △837 107,539
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △1,520 △5,213
コールローン等の純増（△）減 △119 305
コールマネー等の純増減（△） 198,962 △170,302
売現先勘定の純増減（△） △31,206 －
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △100,867 25,050
商品有価証券の純増（△）減 △69 41
外国為替（資産）の純増（△）減 467 △6,473
外国為替（負債）の純増減（△） 10 △10
リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 △1,633 162
金融商品等差入担保金の純増（△）減 23,750 652
信託勘定借の純増減（△） 15 15
資金運用による収入 14,315 12,902
資金調達による支出 △1,449 △227
その他 19,296 △1,539

小　計 131,763 161,885
法人税等の還付額 － 10
法人税等の支払額 △2,066 △3,389
営業活動によるキャッシュ・フロー 129,697 158,505

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △487,830 △380,643
有価証券の売却による収入 546,004 329,132
有価証券の償還による収入 28,281 45,747
投資活動としての資金運用による収入 7,110 5,349
有形固定資産の取得による支出 △328 △913
無形固定資産の取得による支出 △1,966 △1,666
有形固定資産の売却による収入 168 177
資産除去債務の履行による支出 － △12
投資活動によるキャッシュ・フロー 91,438 △2,829

財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付社債の発行による収入 － 10,000
配当金の支払額 △1,159 △983
非支配株主への配当金の支払額 △5 △5
自己株式の取得による支出 △1 △1
自己株式の売却による収入 58 179
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,108 9,189

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 △0
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 220,018 164,864
現金及び現金同等物の期首残高 1,216,250 1,382,462
現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 1,436,269 1,547,327
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中間連結キャッシュ・フロー計算書
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注記事項（2020年度中間期）
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１　連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社　６社
・北国総合リース株式会社
・株式会社北国クレジットサービス
・北国保証サービス株式会社
・北國マネジメント株式会社
・北國債権回収株式会社
・株式会社デジタルバリュー

⑵　非連結子会社
・いしかわ中小企業第２号再生ファンド投資事業有限責任組合
・いしかわ中小企業第３号再生ファンド投資事業有限責任組合

　非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う
額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績
に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲か
ら除外しております。

２　持分法の適用に関する事項
⑴　持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。
⑵　持分法適用の関連会社

　該当ありません。
⑶　持分法非適用の非連結子会社

・いしかわ中小企業第２号再生ファンド投資事業有限責任組合
・いしかわ中小企業第３号再生ファンド投資事業有限責任組合

　持分法非適用の非連結子会社は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰
余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等
からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与え
ないため、持分法の対象から除いております。

⑷　持分法非適用の関連会社
　該当ありません。

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項
　連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。

９月末日　６社
４　開示対象特別目的会社に関する事項

⑴　開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概
要

　該当ありません。
⑵　開示対象特別目的会社との取引金額等

　該当ありません。
５　会計方針に関する事項

⑴　商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により
行っております。

⑵　有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却

原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式については移動平均法
による原価法、その他有価証券については原則として中間連結決算日の市場
価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を
把握することが極めて困難と認められるものについては、移動平均法による
原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処
理しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産とし
て運用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。

⑶　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　当行の有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間に
より按分し計上しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物：10年～50年
その他： ３年～20年

　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主
として定率法により償却しております。

②　無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフ
トウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年～10
年）に基づいて償却しております。

⑸　貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻
先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破
綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直
接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にな
いが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸
念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力
を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　貸出条件緩和債権等を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務者及
び破綻懸念先のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・
フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フ
ローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との
差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上してお
ります。

　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年
間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の
貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損
失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を
実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案
して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権
額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額
のうち、取立不能見込額を債権額から直接減額しており、その金額は24,515百
万円であります。

⑹　賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与
の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。

⑺　役員退職慰労引当金の計上基準
　連結子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備える
ため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

⑻　役員株式給付引当金の計上基準
　役員株式給付引当金は、内規に基づき当行の取締役（社外取締役及び監査等
委員である取締役を除く）及び執行役員に対して信託を通じて給付する当行株
式の交付に備えるため、株式給付債務の見込み額を計上しております。

⑼　睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者から
の払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要
と認める額を計上しております。

⑽　利息返還損失引当金の計上基準
　連結子会社の利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過する貸付
金利息の返還請求に備えるため、過去の返還実績等を勘案し、必要と認めた額
を計上しております。

⑾　ポイント引当金の計上基準
　ポイント引当金は、デビットカード及びクレジットカードの利用推進を目的
とするポイント制度に基づき、カード会員に付与したポイントの使用により発
生する費用負担に備えるため、当中間連結会計期間末における将来使用見込額
を計上しております。

⑿　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末まで
の期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。また、
過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

過 去 勤 務 費 用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（10年）による定額法により損益処理

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内
の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

　なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を
適用しております。

⒀　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建の資産・負債及び海外支店勘定については、中間連結決算日の為替相
場による円換算額を付しております。

⒁　収益及び費用の計上基準
ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。
⒂　重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法
は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取
扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号　平成14年２月13
日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ
いては、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出
金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピング
のうえ特定し評価しております。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会
計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号　平成
14年７月29日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価
の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的
で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ
対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当
額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しておりま
す。

⒃　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対
照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

⒄　消費税等の会計処理
　当行の消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税
抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は
当中間連結会計期間の費用に計上しております。
　連結子会社の消費税等の会計処理についても税抜方式によっております。
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(追加情報)
(役員向け株式交付信託)
　当行は、監査等委員でない取締役（社外取締役を除きます。）及び執行役員（以
下「取締役等」といいます。）に対し、株式報酬制度「役員向け株式交付信託」
（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。
⑴　取引の概要

　本制度は当行が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」
といいます。）が当行株式を取得し、当行が各取締役等に付与するポイントの
数に相当する数の当行株式が本信託を通じて各取締役等に対して交付される株
式報酬制度です。なお、取締役等が当行株式の交付を受ける時期は、原則とし
て取締役等の退任時です。

⑵　信託に残存する当行の株式
　信託に残存する当行の株式は、株主資本において自己株式として計上してお
り、当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当中間連結会計期間643百万円及
び135千株です。

(新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大に伴う影響)
　前連結会計年度より、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りの
仮定について重要な変更は行っておりません。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡大は、2020年度中に収束に向か
うと想定しておりますが、本格的な経済活動回復には収束後１年程度の期間を要
すると見込んでおり、主に貸出金等の信用リスクに一定の影響を及ぼすとの仮定
を置いております。このような仮定のもと、現時点で入手可能な情報により債務
者区分を再判定し、貸倒引当金の見積りを行っております。
　 当 該 仮 定 は 不 確 実 で あ り 、 将 来 に お い て 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症
（COVID-19）の状況や経済への影響が上記仮定より変化した場合には、損失額
が増減する可能性があります。
　なお、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）拡大の影響に関する仮定につ
いて、当中間連結会計期間より収束期間を2020年度の上期中から2020年度中に
変更しております。

(中間連結貸借対照表関係)
※１　非連結子会社の出資金の総額

出資金 560百万円
※２　消費貸借契約により貸し付けている有価証券が「有価証券」中の国債、株

式及びその他の証券に含まれておりますが、その金額は次のとおりでありま
す。

26,156百万円
※３　貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。

破綻先債権額 4,394百万円
延滞債権額 52,574百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないも
のとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40
年政令第97号）第96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４
号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出
金以外の貸出金であります。

※４　貸出金のうち３ヵ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
３ヵ月以上延滞債権額 550百万円

　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日
から３ヵ月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しな
い貸出金であります。

※５　貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 1,553百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び
３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金であります。

※６　破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は次のとおりであります。

合計額 59,073百万円
　なお、上記３から６に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額でありま
す。

※７　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号　平成
14年２月13日）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け
入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却
又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
の額面金額は次のとおりであります。

7,406百万円
※８　担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 398,253百万円
その他資産 743百万円

計 398,996百万円
担保資産に対応する債務

預金 4,245百万円
コールマネー及び売渡手形 27,508百万円
借用金 107,900百万円
債券貸借取引受入担保金 118,684百万円

計 258,338百万円
　また、その他資産には、次のものが含まれております。

中央清算機関差入証拠金 20,000百万円
保証金 81百万円

※９　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。

融資未実行残高 405,975百万円
うち原契約期間が１年以内のもの又は
任意の時期に無条件で取消可能なもの 395,437百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び
連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする
ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に
応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定
めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

※10　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び同
法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、
当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に
係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、
これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお
ります。

再評価を行った年月日
1999年３月31日

土地の再評価に関する法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119
号）第２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規
定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
に国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥
行価格補正等合理的な調整を行って算出しております。

※11　有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額 34,030百万円

※12　社債には、劣後特約付社債が含まれております。
劣後特約付社債 10,000百万円

※13　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第
３項）による社債に対する保証債務の額

2,656百万円
　14．元本補填契約のある信託の元本金額は、次のとおりであります。

金銭信託 144百万円

(中間連結損益計算書関係)
※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。

償却債権取立益 210百万円
株式等売却益 10,259百万円

※２　営業経費には、次のものを含んでおります。
給料・手当 5,753百万円
退職給付費用 775百万円
減価償却費 1,863百万円

※３　その他経常費用には、次のものを含んでおります。
貸倒引当金繰入額 7,007百万円
株式等売却損 1,924百万円
株式等償却 7百万円
債権売却損 151百万円

※４　当行は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
　当行の減損損失は営業用店舗については、エリア運営体制におけるエリア
（ただし、エリア運営体制でないところは営業店）をグルーピングの単位と
し、遊休資産については、各資産単位でグルーピングしております。また、
本部、事務センター、寮、福利厚生施設等については独立したキャッシュ・
フローを生み出さないことから共用資産としております。連結子会社につい
ては原則として各社を一つの単位としてグルーピングを行っております。
　上記固定資産のうち、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の
下落により、以下の営業用店舗等について帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

(単位：百万円)

地域 主な用途 種類 減損損失額
石川県内 営業用店舗 ５カ所 建物 173

土地 336
石川県外 営業用店舗 １カ所 建物 4

土地 110
合計 624

　当行の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、主
として不動産鑑定評価基準に基づき算定しております。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)
１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(単位：千株)

当連結会計年度
期首株式数

当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数 摘要

発行済株式
普通株式 29,110 － 995 28,115 (注1,2)

合　計 29,110 － 995 28,115
自己株式

普通株式 1,173 0 1,032 140 (注1,3,4)
合　計 1,173 0 1,032 140

(注) １. 普通株式の当中間連結会計期間末株式数には、株式会社日本カストディ
銀行（信託口）が保有する株式135千株が含まれております。

２. 発行済株式の減少は、自己株式の消却によるものであります。
３. 自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
４. 自己株式の減少は、自己株式の消却995千株及び、「役員向け株式交付

信託」に基づく、取締役２名の退任に伴う給付による減少37千株、単元
未満株式の売渡請求０千株によるものであります。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　該当事項はありません。

３　配当に関する事項
⑴　当中間連結会計期間中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力

発生日

2020年６月19日
定時株主総会 普通株式 983 35.0 2020年

3月31日
2020年
6月22日

(注) 2020年６月19日定時株主総会に基づく配当金の総額には、株式会社日本
カストディ銀行（信託口）が保有する当行株式172千株に対する配当金６
百万円が含まれております。

⑵　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中
間連結会計期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

2020年10月30日
取締役会 普通株式 843 利益剰余金 30.0 2020年

9月30日
2020年
12月4日

(注) 配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当
行株式135千株に対する配当金４百万円が含まれております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)
※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係
現金預け金勘定 1,559,892百万円
日本銀行以外の他の銀行への預け金 △12,564百万円
現金及び現金同等物 1,547,327百万円

(リース取引関係)
１　借主側

オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(単位：百万円)

１年内 152
１年超 181
合　計 333

２　貸主側
１　ファイナンス・リース取引

⑴　リース投資資産の内訳 (単位：百万円)

リース料債権部分 35,679
見積残存価額部分 671
受 取 利 息 相 当 額 △2,807

合　　　計 33,543
⑵　リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の金額の回収期

日別内訳
(単位：百万円)

リース債権 リース投資資産に係る
リース料債権部分

１年内 619 9,370
１年超２年以内 573 7,958
２年超３年以内 480 6,833
３年超４年以内 304 4,760
４年超５年以内 177 2,771

５年超 412 3,984
合計 2,568 35,679

２　オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース
料

(単位：百万円)

１年内 182
１年超 266
合　計 448

(金融商品関係)
金融商品の時価等に関する事項
　中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含
めておりません（（注２）参照）。また、中間連結貸借対照表計上額の重要性が乏
しい科目については記載を省略しております。

(単位：百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 時価 差額

⑴　現金預け金 1,559,892 1,559,892 －
⑵　有価証券

その他有価証券 1,035,411 1,035,411 －
⑶　貸出金 2,622,094

貸倒引当金（＊１） △47,846
2,574,248 2,577,965 3,717

資産計 5,169,552 5,173,270 3,717
⑴　預金 3,803,085 3,803,159 74
⑵　譲渡性預金 131,783 131,783 －
⑶　コールマネー及び売渡手形 811,517 811,517 －
⑷　債券貸借取引受入担保金 118,684 118,684 －
⑸　借用金 108,572 108,577 4
負債計 4,973,643 4,973,722 79
デリバティブ取引（＊2）

ヘッジ会計が適用されていない
もの 312 312 －

ヘッジ会計が適用されているも
の 301 301 －

デリバティブ取引計 613 613 －
(＊１) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しておりま

す。
(＊２) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しており

ます。
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
合計で正味の債務となる項目については（　）で表示しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法
資　産

⑴　現金預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金についても残存期間が短
期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。

⑵　有価証券
　株式は取引所の価格によっており、債券は日本証券業協会の価格又は取引金
融機関から提示された価格によっております。また、投資信託については、公
表されている基準価額によっております。自行保証付私募債の時価については
残存期間に対応した市場金利に信用リスクを加味して計算しております。
　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関
係）」に記載しております。

⑶　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、
貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似
していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるもの
は、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を
同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算出してお
ります。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額に近
似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積
将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基
づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連
結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似し
ており、当該価額を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済
期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時
価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としてお
ります。
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負　債
⑴　預金　及び　⑵　譲渡性預金

　要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価
額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに
区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しておりま
す。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いておりま
す。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑶　コールマネー及び売渡手形、　及び　⑷　債券貸借取引受入担保金
　これらは、残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額に近似し
ていることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑸　借用金
　借用金については、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規
調達を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。な
お、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ等）、通貨関連取引（通
貨オプション、通貨スワップ等）であり、割引現在価値やオプション価格計算
モデル等により算出した価額によっております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対
照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産⑵　その他有
価証券」には含まれておりません。

(単位：百万円)

区　分 中間連結貸借対照表計上額
①非上場株式（＊１）（＊２） 3,444
②組合出資金（＊３） 560

合　計 4,005

(＊１) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

(＊２) 当中間連結会計期間において、非上場株式について減損処理はありません。
(＊３) 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて

困難と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象と
はしておりません。

(有価証券関係)
１　その他有価証券 (単位：百万円)

種　類 中間連結貸借対照表計上額 取得原価 差　額

中間連結貸借
対照表計上額
が取得原価を
超えるもの

株式 132,706 56,992 75,713
債券 512,393 510,381 2,012

国債 78,140 77,931 208
地方債 320,565 319,166 1,398
短期社債 － － －
社債 113,687 113,283 404

その他 134,825 129,486 5,338
小計 779,924 696,859 83,064

中間連結貸借
対照表計上額
が取得原価を
超えないもの

株式 17,913 22,421 △4,508
債券 133,103 134,616 △1,512

国債 37,743 38,790 △1,047
地方債 － － －
短期社債 － － －
社債 95,360 95,825 △464

その他 104,470 111,291 △6,821
小計 255,487 268,330 △12,842

合計 1,035,411 965,189 70,221

２　減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを
除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時
価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時
価をもって中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間連結会
計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　当中間連結会計期間における減損処理額は７百万円（うち、株式７百万円）で
あります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、当中間連結会計期
間末時点の時価が取得原価に対して、50％以上下落したものについては全て減損
処理し、30％以上50％未満下落したものについては、時価推移及び当該発行体の
業績推移等を考慮したうえで、概ね１年以内に時価の回復が認められないと判断
したものについて減損処理を行うこととしております。

(金銭の信託関係)
１　満期保有目的の金銭の信託

　該当ありません。

２　その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
　該当ありません。

(その他有価証券評価差額金)
　中間連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次
のとおりであります。

(単位：百万円)

金　額
評価差額 70,221

その他有価証券 70,221
その他の金銭の信託 －

(△) 繰延税金負債 20,646
その他有価証券評価差額金 (持分相当額調整前) 49,575
(△) 非支配株主持分相当額 1,397
(＋) 持分法適用会社が所有するその他有価証券

に係る評価差額金のうち親会社持分相当額
－

その他有価証券評価差額金 48,178

(ストック・オプション等関係)
　該当事項はありません。

(資産除去債務関係)
　資産除去債務の総額の増減及び概要、算定方法について、重要性が乏しいため、
記載を省略しております。

(賃貸等不動産関係)
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(１株当たり情報)
１　１株当たり純資産額

１株当たり純資産額 9,344円00銭

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 268,930百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 7,539百万円
(うち非支配株主持分) 7,539百万円

普通株式に係る中間期末の純資産額 261,391百万円
１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末の普通株式の数 27,974千株

(注) 役員向け株式交付信託制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀
行（信託口）が所有する当行株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末株式
数の計算において控除する自己株式に含めております。
当中間連結会計期間において控除した当該自己株式の期末株式数は135千株
であります。

３　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎

１株当たり中間純利益 180.88円
(算定上の基礎)
親会社株主に帰属する中間純利益 5,054百万円
普通株主に帰属しない金額 －百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益 5,054百万円
普通株式の期中平均株式数 27,946千株

(注) １. 役員向け株式交付信託制度に係る信託財産として、株式会社日本カストデ
ィ銀行（信託口）が所有する当行株式は、１株当たり中間純利益の算定上、
期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
当中間連結会計期間において控除した当該自己株式の期中平均株式数は
163千株であります。

２. 潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式がないので記載してお
りません。

(重要な後発事象)
　該当事項はありません。
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●連結リスク管理債権
(単位：百万円)

2019年度中間期末 2020年度中間期末
破綻先債権額 3,988 4,394
延滞債権額 50,487 52,574
3ヵ月以上延滞債権額 239 550
貸出条件緩和債権額 1,051 1,553
リスク管理債権額　　　計 （A） 55,766 59,073
貸出金合計 （B） 2,539,749 2,622,094
貸出金に占める割合 （A）/（B） 2.19％ 2.25％

(注) 1. 破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を
計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項
第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。

2. 延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であ
ります。

3. 3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延している貸出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しない貸出金であります。
4. 貸出条件緩和債権とは債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸出金であります。
5. 表中に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
6. 自己査定の結果、破綻先、実質破綻先、破綻懸念先と認定した債務者の貸出金の未収利息は、全て収益不計上としております。よって当該債務者に対する貸出金は

全て上記リスク管理債権に含めております。

●セグメント情報等
【セグメント情報】
１　報告セグメントの概要

　当行グループの報告セグメントは、当グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するため
に、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
　当行グループには、当行及び６社の連結子会社があり、銀行業務を中心にリース業務などの金融サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま
す。
　したがって当行グループは、グループ内各社を基礎とした金融サービス別セグメントから構成されており、「銀行業」及び「リース業」の２つを報告セグメントとし
ております。
　「銀行業」では銀行業務のほか、クレジットカード業務・信用保証業務・事業再生ファンド運営業務・債権回収管理業務などを行っており、「リース業」ではリース
業務を行っております。

２　報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法
　報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であります。
　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であり、セグメント間の内部経常収益は、外部顧客に対する経常収益と同様の方法による取引価格に基づいておりま
す。

３　報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

(2019年度中間期) (単位：百万円)
報告セグメント

調整額（注２）
中間連結財務諸表

計上額銀行業 リース業 計
経常収益（注１）

外部顧客に対する経常収益 34,065 5,418 39,483 － 39,483
セグメント間の内部経常収益 93 5 98 △98 －

計 34,158 5,423 39,582 △98 39,483
セグメント利益（注３） 8,565 184 8,750 △4 8,746
セグメント資産 5,101,317 37,316 5,138,634 △23,306 5,115,327
その他の項目

減価償却費 1,938 118 2,056 － 2,056
資金運用収益 19,056 － 19,056 △62 18,993
資金調達費用 1,380 60 1,441 △56 1,384
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 2,322 61 2,384 － 2,384

(注) 1. 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と中間連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記
載しております。

2. 調整額は、セグメント間の取引消去であります。
3. セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

(2020年度中間期) (単位：百万円)
報告セグメント

調整額（注２）
中間連結財務諸表

計上額銀行業 リース業 計
経常収益（注１）

外部顧客に対する経常収益 36,535 5,915 42,451 － 42,451
セグメント間の内部経常収益 94 5 99 △99 －

計 36,630 5,920 42,551 △99 42,451
セグメント利益（注３） 8,734 323 9,058 △8 9,049
セグメント資産 5,326,074 38,021 5,364,096 △26,054 5,338,042
その他の項目

減価償却費 1,850 106 1,957 － 1,957
資金運用収益 17,531 － 17,531 △66 17,464
資金調達費用 250 61 312 △59 252
有形固定資産及び無形固定資産の増加額 2,674 － 2,674 － 2,674

(注) 1. 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と中間連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記
載しております。

2. 調整額は、セグメント間の取引消去であります。
3. セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】
(2019年度中間期)
１　サービスごとの情報

(単位：百万円)
貸出業務 有価証券投資業務 リース業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 13,198 14,570 5,418 6,295 39,483
(注)　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２　地域ごとの情報
⑴　経常収益
　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が中間連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。
⑵　有形固定資産
　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で中間連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

(2020年度中間期)
１　サービスごとの情報

(単位：百万円)
貸出業務 有価証券投資業務 リース業務 その他 合計

外部顧客に対する経常収益 12,658 17,097 5,915 6,780 42,451
(注)　一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２　地域ごとの情報
⑴　経常収益
　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が中間連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略しております。
⑵　有形固定資産
　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で中間連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
(2019年度中間期)

(単位：百万円)
報告セグメント

合計
銀行業 リース業

減損損失 174 － 174

(2020年度中間期)
(単位：百万円)

報告セグメント
合計

銀行業 リース業
減損損失 624 － 624

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
　2019年度中間期及び2020年度中間期とも該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　2019年度中間期及び2020年度中間期とも該当事項はありません。
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